
―423― 

 
 

応用都市経済モデルを用いた治水対策の経済評価 
 

ECONOMIC EVALUATION OF FLOOD CONTROL COUNTERMEASURES 
BY USING COMPUTABLE URBAN ECONOMIC MODEL 

 
 
 

髙木朗義 1・武藤慎一 2・太田奈智代 3 

Akiyoshi TAKAGI, Shinichi MUTO and Nachiyo OHTA 
 

1正会員 博(工) 岐阜大学講師 工学部土木工学科（〒501-1193 岐阜市柳戸 1-1） 
2正会員 博(工) 岐阜大学助手 工学部土木工学科（〒501-1193 岐阜市柳戸 1-1） 
3国土交通省建設技官 近畿地方整備局（〒540-8586 大阪市中央区大手前 1-5-44） 

 
 

There are interdependence relations between flood risk and land use.  The Computable Urban 
Economic (CUE) model can analyze the effects of flood control countermeasures with considering 
the interdependence relations.  In this paper, we implement the economic evaluation of a flood 
control countermeasure by using CUE model.  We firstly build the CUE model, and simulate the 
changes of flood risk and land use by a flood control countermeasure with the CUE model.  We 
then show the benefit definitions in a risky world.  Finally, we measure the benefits of a flood 
control countermeasure. 
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１．はじめに 
 
わが国における都心部およびその周辺地域では，住宅

地の不足に伴って災害脆弱地区にまで開発の手が伸びて

いる．また，上流域での開発は流域の保水能力を低下さ

せ，下流域の治水安全度を低下させる．一方，地域の治

水安全度は人々の立地選択に影響を及ぼすため，当該地

域および他地域の土地利用を変化させる．今後，治水安

全度の情報公開に伴って，人々がそれを認知した上で立

地選択すると予想され，治水安全度が土地利用に与える

影響は益々大きくなるであろう．以上のように，治水安

全度と土地利用は地域を越えて相互に依存する．したが

って，将来にわたっては両者の相互依存関係を踏まえた

上で，土地利用に関する規制などを含めた総合治水対策

“水害につよい街づくり”を実施していく必要がある． 
これまで筆者らは，治水安全度が人々の立地選択に影

響を及ぼすメカニズムをモデル化し，土地利用変化を考

慮した治水対策の経済評価手法を開発してきた 1)．しか

し，このモデルでは治水安全度が土地利用変化に及ぼす

影響を捉えているのみで，その逆は捉えられていない．

計算システムにおいても土地利用予測サブシステムと治

水安全度予測サブシステムが独立しており，後者のシス

テムで予測した治水安全度を外生変数として前者のシス

テムに受け渡しているのみである．そのため，土地利用

の変化が再び治水安全度に影響を及ぼす過程およびそれ

以降の循環過程は実行されておらず，治水安全度と土地

利用が整合していないという課題を有している．そこで

本研究では，治水安全度を予測する流出・氾濫モデルと

土地利用を予測する立地均衡モデルを統合し，治水安全

度を内生化した立地均衡モデルを構築する．これを応用

都市経済(CUE; Computable Urban Economic)モデルと呼
ぶ．本モデルを用いることによって，治水対策を実施し

た場合における治水安全度と土地利用が同時かつ整合し

て予測できる． 
本研究では，CUEモデルを構築し，想定した治水対策
に適用することによって対策の経済評価を行うものであ

る．まず CUE モデルを構築する．次に対象地域におい
て治水対策を実施した場合の治水安全度と土地利用を予
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測し，治水対策を実施しなかった場合との比較を行うこ

とによって，治水対策による効果を分析する．最後に治

水対策の経済評価を行う．評価指標には等価的偏差(EV; 
Equivalent Variation)をリスク存在下に拡張した便益定義
を用い，治水対策の対象地域におけるゾーン別の便益や

対象地域外に波及した便益，あるいは平常における便益，

それらを総合した便益などの値を計測する． 
 

２．応用都市経済(CUE)モデル 
 
(1)CUEモデルの概要 

CUEモデルは，地域の治水安全度を予測する流出・氾
濫モデルと土地利用を予測する立地均衡モデルの２つを

統合したモデルであり，治水安全度と土地利用の相互依

存関係を整合的に捉えることができるモデルである．具

体的な計算フローは図-1に示すとおりである．まず，流

出・氾濫モデルによって各降雨規模における地域別の浸

水深を求める．次に，その浸水深を立地に対する魅力の

１要因として立地均衡モデルに入力して，各地域の立地

量および土地需給量を求める．続いて，立地量と１世帯

当たりの土地面積から市街化率を求め，それを不浸透率

に変換して流出・氾濫モデルに入力する．このような計

算の循環過程によって，立地量が収束するまで繰り返し

計算を行い，治水安全度と立地量が整合した状態を予測

するものである． 

流出計算

洪水氾濫計算

計算収束

流出量

終了

Yes

No

浸水深→平均浸水深
　　　　　　＝治水安全度

市街化率
＝不浸透率
　↑
立地量

初期条件

開発規制

治水対策
　･流出抑制対策
　･洪水調整施設設置 etc

立地均衡計算

 
図-1 CUEモデルの計算フロー 

 
(2)流出・氾濫モデル 

図-2 に示すように対象流域を流出域と氾濫域の２つ

に区分し，流出計算および洪水氾濫計算を行う．なお，

洪水氾濫計算では，河川の破堤を考えず，溢水のみを想

定する．この溢水に加えて，流出域から流入する落水お

よび氾濫域への降雨による内水を対象として氾濫計算を

行う．流出域における流出計算には，kinematic wave法を
用い，氾濫域における洪水氾濫計算には，開水路型二次

元タンクモデル（平面タンクモデル）法を用いる 2)． 

下水管きょ

湛水位
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図-2 流出・洪水氾濫モデルの概要 

 
(3)立地均衡モデル 

a)仮定条件 

災害生起確率，浸水深，種々の環境水準，総立地量，

所得を与件として，各地域における土地需給量，地代お

よび立地量を求めるモデルである．本モデルの主な仮定

は以下のとおりである． 
① 世帯の行動は災害の生起確率を考慮した期待効用理
論に基づいて捉える． 
② 治水対策の対象地域を重点的に分析できるモデルに
するため，地域選択（対象地域とそれ以外を選択）と

ゾーン選択（対象地域内のゾーンを選択）という２段

階Nested Logit Modelで捉える． 
③ 立地均衡と土地取引は災害が起こるかもしれない将
来を見越して現時点で行われると考える． 
④ 経済主体は，同一の選好をもつ多数の世帯とゾーンご
とに土地を一括して所有する不在地主のみを考える． 
⑤ 土地取引は賃貸借契約のみを考える． 
⑥ 総立地量を与えた上で，それを地域（ゾーン）へ配分
する構造とする． 
b)世帯の行動モデル 

リスク存在下の最適消費行動から得られる期待効用水

準を立地の魅力度指標と考え，式(1)のように定式化する． 

∑ ⋅= i
j

i
j

i
j

i
j VVE φ)(  

 ( ) Bjjjjj
ii

j
i gGTfeGDdIRcHHa ξφ +++++−⋅= ∑ ln)ln(  (1) 

ここで，i：状態(平常時,洪水時)を表す添字， j：ゾー

ンを表す添字， )( j
i

j VE ：期待効用水準， j
iV ：効用水準，

j
iφ ：状態iの生起確率， j

iH ：浸水深， jR ：地代，I ：

所得， jD ：鉄道駅まで 500m圏内率， jT ：岐阜駅まで
の所要時間，H：効用関数の序列を整合化する定数(=10)，

Bξ ：地域Bの補正定数， gfedca j ,,,,, ：パラメータ． 

世帯は式(1)で定式化した各地域(ゾーン)の期待効用水
準を完全情報として，より高い期待効用水準を達成でき

るように地域(ゾーン)を選択する．これを第１段階では
治水対策の実施地域Aとそれ以外の地域Bを選択し，第
２段階では地域A内のゾーンを選択するという２段階の
Nested Logit Model で表現すると，次のようになる． 
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ここで，W ：立地選択で達成される最大期待効用値，
BA SS , ：地域A，Bの最大期待効用値， AjBA PPP ,, ：

立地選択確率， ωθ , ：Logitパラメータ． 

c)不在地主の行動モデル 

不在地主は，ゾーン毎に土地を一括して所有し，地代

によって供給面積を変化させるとして，大橋・青山 3)の

モデルを参考に次のように定式化する．これにより地代

の上昇が供給量を増加させ，下落が供給量を減少させる

という不在地主の行動を捉えることができる． 

 
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ここで， j
SL ：土地供給量， jK ：土地供給可能面積， jσ ：

パラメータ．d)均衡条件 

本研究では，ゾーンごとに１つずつ土地市場があると

想定する．各ゾーンの世帯は式(1)からロアの定理 4)によ

って得られる土地需要関数に基づき土地を需要する．一

方，不在地主は式(8)で示したように土地を供給する．各
ゾーンの立地量が収束すると，市場で集計された需要と

供給が均衡し，各ゾーンの市場均衡価格(地代)が決まる．
地代が決定される市場均衡条件は次のようになる． 
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ここで， B
d

j
d qq , ：土地需要量． 

住環境水準および地代より得られる期待効用水準を指

標として立地選択を行い，各地域，ゾーンの立地量が決

定される．立地均衡条件は以下のようになる． 

 NNN B
j

Aj =+∑  (12) 

ここで， BAj NN , ：地域 A 内の各ゾーンおよび地域 B
の立地量，N：総立地量． 
式(9),(10)の市場均衡条件，式(12)の立地均衡条件より，
各地域，ゾーンの立地量と地代の均衡解が同時に決定さ

れる．計算フローは図-3に示すとおりである． 
 

３．対象地域 
 
本研究では，岐阜県南部を流れる境川流域を対象地域

とする．境川流域は木曽川と長良川に挟まれており，昭 
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図-3 立地均衡モデルの計算フロー 
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図-4 対象区域：境川流域ゾーン分割図 

 
和 30年代以降の経済活動の活発化に伴って，市街化が進
行することにより洪水流出量の増大を招き，流域内の治

水安全度が著しく低下している．現在では，総合治水対

策が実施されている．図-4にゾーン分割した対象区域図

を示す．ゾーンは 1km メッシュサイズで，流域全体で
60ゾーンある．このうち，4ゾーンの地形勾配が急であ
るため，これを流出域として取り扱い，残り 56ゾーンを
氾濫域として取り扱う．境川流域における現在(1995年)
の世帯数は 65,902戸である 5)．なお，地域Bは周辺の 11
市 28町とする．地域Bの総面積は約 1,900km2，世帯数

は 516,619戸である 6)． 
 

４．治水対策による治水安全度と立地量の変化 
 
(1)計算条件 

本研究では CUE モデルを用いて，治水対策による治
水安全度と立地量の変化をシミュレーションし，治水安

全度と立地量の関係，および治水対策による効果につい

て分析する．ただし，立地量は世帯の立地量についての

み対象とする．正確に市街化率を捉えるためには，企業

の立地量を捉える必要があり，その重要性は十分認識し

ているが，これについては今後の課題としたい． 
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具体的には，まず現況データに基づいて CUE モデル
のパラメータを設定し，現況における治水安全度と立地

量を求める．この計算結果を without とする．次に，流
域全体に流出抑制のための洪水調整施設（例えば，各戸

貯留施設など）を設置するという治水対策を想定し，そ

の対策を実施した場合の治水安全度と立地量を求める．

この計算結果をwithとする．このwithとwithoutの２つ
の治水安全度と立地量，およびその空間分布を比較する

ことにより，治水対策による治水安全度と立地量の変化

を同時に分析することができる．なおこれ以降，治水安

全度とは平均期待浸水深を示す． 
 
(2)シミュレーション結果 

治水対策を実施した場合(with)と実施しなかった場合
(without)における治水安全度と立地量をCUEモデルによ
り求めた．結果を図-5～図-8 に示す．図-5 は，without
と with のそれぞれにおける治水安全度と立地量の空間
分布を表した図である．図-6は治水対策による治水安全

度と立地量変化の空間分布を示した図であり，図-5にお

ける上の図と下の図の差をとったものである．図-7は各

ゾーンにおける治水対策による立地量変化を表した図で

ある．図-8は治水対策による各ゾーンの治水安全度の変

化量と立地変化量との相関図である． 
これらの図から次のようなことが考察できる． 
治水安全度が大きく向上しているゾーンが 6ゾーン存
在する．これらのゾーンはいずれも支川が通過するゾー

ンであり，withoutでの治水安全度が低かったゾーンであ
る．立地量は治水安全度が大きく向上したゾーンを中心

に増加している． 
治水安全度が低下したゾーンや向上幅が小さいゾーン

では立地量が減少しているところもある．図-8に示した

治水安全度変化量と立地変化量の相関係数は 0.941 であ
り，治水安全度の向上と立地量の増加の間には正の相関

があると言える． 
治水安全度が向上すれば立地量が必ずしも増加すると

いう訳ではなく，他ゾーンとの関係から立地量が減少す

る場合もある．特に，立地量が大きく向上したゾーンの

周辺はこのような傾向が見られる．これは，治水安全度

のより高いゾーンへ世帯が集中するからであると考えら

れる． 
 

５．リスク存在下の便益定義 
 
リスク存在下における便益定義については多数の既存

研究が存在する．筆者らはこれまでに既存研究を整理し

た上で，リスク存在下における便益定義を整理している
1)．以下にそれらの概要と定義式を示す．なお，こられ

の便益定義には，治水経済調査マニュアル 7)と同様に災

害による資本損傷の回復期間が考慮されていないことに

注意が必要である． 
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図-5 with／withoutの治水安全度と立地量の空間分布 
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図-6 治水対策による治水安全度と立地量変化の空間分布 
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図-7 治水対策による各ゾーンの立地量変化 
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図-8 治水対策による治水安全度と立地量の変化 
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(1)世帯の便益 

a)地域・状態別EV 

with における地域，状態毎の効用水準 bj
iV を維持する

という条件の下で，withoutにとどまるために必要な最小
補償額を便益とする．これを地域・状態別 EVと呼び，
式(13)に示す j

iZSCEV として定義する． 

 ( )j
i

aj
i

jb
i ZSCEVIaVV += ,  (13) 

ここで， ba, ：without, withを表す添字． 

b)地域別期待EV 

 地域・状態別EVにwithoutの状態の生起確率を乗じて
足し合わせた期待値を地域別期待 EVと呼び，次式に示
す jZCEEV として定義する． 

 ∑ ⋅= i
j

i
ja

i
j ZSCEVZCEEV φ  (14) 

c)地域別EV 

with における地域毎の期待効用水準 )( bj
i

bj VE を維持

するという条件の下で，withoutにとどまるために必要な
最小補償額を便益とする．これを地域別 EVと呼び，次
式に示す jZCEV として定義する． 

 ( )ja
i

j
i

ja
i

jb
i

jb ZCEVIaVVE +⋅= ∑ ,)( φ  (15) 

d)浸水リスクに対するオプション価値 

状態に対して不変の便益と状態別便益の期待値とは一

般的に等しくならず，差が存在する．その差はオプショ

ン価値と呼ばれている．地域別 EVと地域別期待 EVと
の差は浸水被害の生起確率を考慮しているかどうかの差

であるため，浸水リスクに対するオプション価値と呼び，

次式に示す jZCOV として定義する． 
 jjj ZCEEVZCEVZCOV −=  (16) 
e)期待EV 

地域別EVにwithoutの立地選択確率を乗じて足し合わ
せた期待値を期待EVと呼び，次式に示すEEV として定
義する． 

 
BBa

j
jjAaAa ZCEVPZCEVPPEEV += ∑

 (17) 
f)Non�Contingent EV 

with における最大期待効用値 bW を維持するという条
件の下で，withoutにとどまるために必要な最小補償額を
便益とする．これを Non­Contingent EVと呼び，次式に
示すNCEVとして定義する． 

 
( ){ }

( )[ ]NCEVIaV

NCEVIaVW

aB
i

aB
i

j
aj

i
aj

i
b

+⋅+





 +⋅=

∑

∑ ∑

,exp

,explnexpln
1

φω

φθ
θ
ω

ω (18) 

g)地域選択の自由に対するオプション価値 

Non-Contingent EVと期待EVとの差は立地選択確率の
変化に対する便益と捉えることができ，治水対策による

対象地域の安全度の向上による便益，すなわち立地選択

の自由度の増加分20)と考えられることから地域選択の自

由に対するオプション価値 LCQOV として定義する． 

 EEVNCEVLCQOV −=  (19) 

h)総期待EV 

地域・状態別EVにwihtoutの状態の生起確率と立地選
択確率を乗じて足し合わせた期待値を総期待 EVと呼び，
次式に示すSEEV として定義する． 

 
)(

)(
B

i
aBaB

j
j

i
jajAaAa

ZSCEVEP

ZSCEVEPPSEEV

+

= ∑
 (20) 

i)総オプション価値 

地域，状態にかかわらず一定の便益として捉える

Non-Contingent EVと地域，状態別EVの期待値として定
義された総期待 EVとの差は，地域選択の自由に対する
オプション価値と浸水リスクに対するオプション価値に

立地選択確率を乗じた和である．よってこのオプション

価値を総オプション価値SOV として定義する． 

BBa
j

jjAaAa ZCOVPZCOVPPLCQOV

SEEVNCEVSOV

∑ ++=

−=
 (21) 

２つのオプション価値を含んでいる便益定義は Non- 
Contingent EVのみである．また，一般均衡理論に基づい
ていることから，Non-Contingent EVは波及効果まで捉え
ている．なお，２つのオプション価値は常に正となる訳

ではない．よって，Non-Contingent EVが期待EVより，
あるいは地域別 EVが地域別期待 EVより常に大きくな
るとは限らない．しかし，Non- Contingent EVが２つの
オプション価値を捉えた唯一の指標であることは変わら

ないため，リスク存在下における対策の経済評価に対し

ては Non-Contingent EVが最適な便益定義であると考え
られる． 
 
(2)不在地主の便益 

不在地主の便益は，生産者余剰の変化分として次式に

示すように近似的に定義する． 

 ))((
2
1

))((
2
1 BaBbBb

s
Ba

sj
jajbjb

s
ja

s RRLLRRLLLB −++−+≅ ∑  (22) 

 

(3)社会的純便益 

治水対策の社会的純便益SNBは，世帯の便益である
Non­Contingent EV に総立地量を乗じた値と不在地主の
便益との和で定義される． 

 LBNCEVNSNB +⋅=  (23) 
 

６．治水対策による便益 
 
４．で CUE モデルによるシミュレーションを行った
治水対策に対して，５．で定義した便益の値を求めた． 
１世帯当たりの地域・状態別 EV(ZSCEV)の値を図-9
に示す．この図では，地域A内 56ゾーンと地域Bにお
ける平常時，流出・氾濫計算で設定した降雨規模の 1/5，
1/50に対する便益値を示している．平常時の便益は全ゾ
ーンで 0である．1/5では 6ゾーン，1/50では 4ゾーン
の便益値が大きい．これらのゾーンは何れも浸水深が大
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図-9 １世帯当たりの地域・状態別 EV(ZSCEV)の値 
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図-10 １世帯当たりの地域別期待 EV(ZCEEV)，地域別 EV (ZCEV)，浸水リスク対するオプション価値(ZCOV)の値 

 
幅に小さくなったゾーンである．以上のように地域・状

態別EVによる評価は，浸水深の変化が支配的である． 
１世帯当たりの地域別期待 EV(ZCEEV)，地域別 EV 

(ZCEV)，浸水リスク対するオプション価値(ZCOV)の値を
図-10に示す．地域別期待EVは地域・状態別EVの期待
値であるため当然のことながら，図-9と同じ傾向を示し

ている．地域別 EVもほぼ同じ傾向を示しているが，地
域別期待 EVより小さい値を示しいるため，浸水リスク
に対するオプション価値が負の値であるゾーンが多くな

っている．このようにオプション価値が負になることが

あるが，これに対する解釈は確立されていない． 
これら以外の便益定義について，その値を表-1に示す．

このうち，上から 5つの定義は１世帯当たりの便益値を，
下から 3つの定義は地域A(境川流域)および地域 B(周辺
市町村)における集計値を表している． 
治水経済調査で計測される期待被害額に近い便益定義

が総期待 EVであるが，その値は治水対策の最適な便益
定義である Non-Contingent EVに比べて小さくなってい
る．その差が総オプション価値であり，これを含めた評

価を行わなければ過小評価になる．一方，境川流域と治

水対策の波及効果が及ぶ地域全体では，不在地主の便益

がゼロとなり，社会的総便益は正となった． 
 

表-1 治水対策の便益算定結果 

便益定義 便益値 
期待 EV (EEV) 51,438円 
地域選択の自由に対する 
オプション価値 (LCQOV) 

21,457円 

総期待 EV (SEEV) 64,440円 
総オプション価値 (SOV) 8,455円 
Non-Contingent EV (NCEV) 72,895円 
全世帯の便益 (N×NCEV) 377 億円 
不在地主の便益 (LB)   0 億円 
社会的総便益 377 億円 

７．おわりに 
 

CUEモデルは，治水対策を実施した場合における治水
安全度と土地利用が同時かつ整合して予測できる手法で

ある．本研究では，CUEモデルを構築し，治水対策に適
用して対策の経済評価を行ったものである．具体的には，

境川流域において治水対策による治水安全度と立地量の

変化を予測し，リスク存在下に拡張した便益定義を用い

て，治水対策による便益の値を求めた．その結果，治水

安全度が向上しても必ずしも立地量が増加する訳ではな

く，他地域との関係から立地量が減少する場合もあるこ

と，治水安全度の変化が大きい地域は立地量の増加が大

きいこと，便益計測においてはオプション価値や土地供

給に関する便益の計測が重要であること，などが判った． 
 今後の課題としては，CUEモデルを企業の立地を考慮
したモデルへ拡張することが挙げられる． 
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